
務

北部地区の地元まちづ

係

くり団体等の組織化に

8

向けて、代表候補者の

4

選定や勉強会の開催な

1

どの手法を検討する

と

再

ともに、市街地整備手

開

法について調査・研究

発

する必要がある。
課題

係

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

活動 小垣江町北部地区の勉強会等会議及び打合せ回数（ 2 3 1 2 2
指標 回）
活動 再開発に関する関連部署との検討会回数（回） 3 3 16 8 ―
指標

　地域の状況や権利者の意向が異なるため、比較検証は行っていない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 396 465 3,147 4,504 合計 3,147,100 円
委託料 3,147,100 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 396 465 3,147 4,504

職員人件費　② 1,904 1,946 1,935 1,738

総事業費（①＋②） 2,300 2,411 5,082 6,242

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 都市環境

基本施

和

策 市街地・住環境
施策

４

体系
施策の内容 市街地

年

の整備・改善

目
　
　
　

度

的

　都市計画マスター

評

プランの市街地整備の

価

方

主
た
る
内
容

○小垣江

）

町北部地区における調

刈

査等の実施  
針に基

谷

づき、都市基盤等の整

市

備に向けた調査･ 　・

事

土地区画整理事業等の

務

推進検討
検討を行うこ

事

とで、市街地開発の事

業

業化を促 　・事業化に

評

向けた調査、資料作成

価

進し、持続可能なまち

シ

づくりを推進する。 ○

ー

再開発等に関する調査

ト

・検討の実施
　・都市

（

再開発事業等の推進検

様

討
　・事業化に向けた

式

調査、資料作成

位
置
づ

１

け

関連計画 都市計画マ

）

スタープラン、立地適

会

正化計画

根拠法令 土地

計

区画整理法、都市再開

名

発法、刈谷市優良建築

担

物等整備事業補助金交

当

付要綱

対象者 関係権利

部

者、事業者 事業期間 平

都

成３０年度 ～ 令和１２

市

年度

実施方法 ■直営　

政

■委託　□指定管理　

策

□補助・助成　□その

部

他

一般会計
市街地整

Ｂ
　
事
　
業
　
実

備

　
績

２年度実績 ３年度

調

実績 ４年度実績 ５年度

査

計画

・小垣江町北部地

推

区 ・小垣江町北部地区

進

・小垣江町北部地区 ・

事

小垣江町北部地区
　　

業

合意形成等支援 　　合

担

意形成等支援 　　合意

当

形成等支援 　　合意形

課

成等支援
・再開発の補

市

助制度等に関す ・再開

街

発の補助制度等に関す

地

・再開発の補助制度等

整

に関す ・再開発の合意

備

形成に向けた
　る調査

課

検討 　る調査検討 　る

款

調査検討 　支援

・小垣

項

江町北部地区の地元ま

目

ちづくり団体等の組織

担

化に向けた、地区の現

当

状を確認することがで

係

きた。

成果
・再開発の

区

補助制度等に関する調

画

査を進め、優良建築物

整

等整備事業の補助金交

理

付要綱を改正すること

工

ができた。

　小垣江町



係

8 4

Ｃ
 
　
Ｈ
 

1

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

再

∧
　
評
　
価
　
∨

開発係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

令

由

　住宅取得等に起因

和

する子育て世代の転出

５

抑制を図るとと
・法的

年

業務
高い

もに人口世代

度

間バランスを維持して

（

いく必要があるため、

令

必要性 ・市民ニーズ、

和

社会需要 住み続けたい

４

、住んでみたいと思わ

年

れる良好な住環境を確

度

・市民生活上必要であ

評

る　など 保とともに、

価

にぎわいのある拠点整

）

備を推進する必要があ

刈

る。
　関係権利者との

谷

合意形成を図りながら

市

、事業化に向けた
・コ

事

ストの節減、費用対効

務

果
普通

取り組みを進め

事

る必要があるため、調

業

査や資料作成などを
効

評

率性 ・執行体制の効率

価

性 行う必要がある。
・

シ

手段の最適性　など

　

ー

上位計画と整合する上

ト

、関係権利者との合意

（

形成や事業
・市が主体

様

となって実施する
普通

式

構想等の策定などには

２

、専門知識を多く必要

）

とするため、
妥当性 　

会

べき事業であるか 市が

計

主体となって実施する

名

べきである。また、住

担

環境整備
・総合計画と

当

の整合性　など の早期

部

事業化を図るためには

都

、地元まちづくり団体

市

等の活
動に対し、市の

政

適切な支援が必要であ

策

る。
　事業効果が発現

部

するまでに長期間を要

一

す恐れがあるもの

施策

般

への ・施策への貢献度

会

高い
の、関係権利者と

計

の合意形成、地元まち

市

づくり団体等への
・目

街

標達成度 支援活動は、

地

市街地整備の事業化に

整

必要不可欠なものであ

備

貢献度 ・市民サービス

調

への効果　など るため

査

、本事業の施策貢献度

推

は高い。

今後の方向性

進

□拡充　■現状維持　

事

□改善・効率化　□縮

業

小　□終期設定　□休

担

止・廃止

・小垣江町北

当

部地区の関係地権者と

課

の合意形成については

市

、本市の施策である市

街

街地整備の事業化に必

地

要不可欠なも
　のであ

整

り、合意形成活動を担

備

う主要組織である地元

課

まちづくり団体等の組

款

織化や活動支援などが

項

必要であるため、
　継

目

続して調査や資料作成

担

などを行う。
・再開発

当

の合意形成に向けた支

係

援については、刈谷駅

区

や刈谷市駅周辺におけ

画

る民間再開発の促進を

整

図るため、支援業
  

理

務委託を発注し、権利

工

者の意識醸成を図る。

務



係

用地の取得及び利用に

8

関する協議を行う必要

4

がある。

指標名称（単

8

位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

活動 地元組織の会合への参加回数（回） 5 4 8 ― ―
指標
成果 権利者の再開発に対する同意率（％） 83.7 88.4 ― ― ―
指標

　愛知県内における市街地再開発事業等の実績地区数（実施中含む）（令和5年3月31日現在）
他市との 　名古屋市49地区　豊橋市12地区　岡崎市5地区　瀬戸市1地区　半田市1地区　春日井市4地区　豊川市2地
比較検証 区　豊田市7地区　安城市1地区　蒲郡市2地区　小牧市2地区　東海市4地区　知立市2地区　高浜市2地区　

岩倉市1地区　豊明市1地区　田原市1地区　北名古屋市2地区　尾張旭市1地区　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,018 0 8,547 0 合計 8,547,000 円
委託料 8,547,000 円

財
　
源

特定財源 666 0 8,547 0

一般財源 8,352 0 0 0

職員人件費　② 4,965 7,836 7,793 0

総事業費（①＋②） 13,983 7,836 16,340 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

６年度以降の事

Ｄ

業費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 都市

令

環境

基本施策 市街地・

和

住環境
施策体系

施策の

４

内容 市街地の整備・改

年

善

目
　
　
　
的

　市街地

度

再開発等による都市基

評

盤の再生・整

主
た
る
内

価

容

○再開発に関する計

）

画等の策定
備により、

刈

景観にも配慮した快適

谷

な都市空間 ○再開発準

市

備組合への助成
を創出

事

することで、まちなか

務

居住の積極的な
促進と

事

機能的で利便性の高い

業

拠点形成を目指
す。

位

評

置
づ
け

関連計画 都市計

価

画マスタープラン、立

シ

地適正化計画、中心市

ー

街地まちづくり基本計

ト

画、市街地総合再生基

（

本計画

根拠法令 都市再

様

開発法、都市計画法、

式

刈谷市市街地再開発準

１

備組合助成金交付要綱

）

対象者 市民（刈谷市駅

会

前地区） 事業期間 平成

計

３０年度 ～

実施方法 ■

名

直営　■委託　□指定

担

管理　■補助・助成　

当

□その他

部 都市政策部

一般

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２年度実績

計

３年度実績 ４年度実績

刈

５年度計画

・都市計画

谷

決定素案の作成 ・市街

市

地再開発準備組合の検

駅

・新たなまちづくり組

前

織への ※刈谷広小路Ａ

市

地区優良建築
・市街地

街

再開発準備組合への 　

地

討会への参加 　支援 　

再

物等整備事業に移行
　

開

助成 ・関係機関等との

発

協議 ・関係機関等との

事

協議
・市街地再開発準

業

備組合の検 ※準備組合

担

解散 （Ｒ3繰越分）
　

当

討会への参加 ・公共施

課

設等の計画検討
・関係

市

機関等との協議

　再開

街

発の事業手法の見直し

地

に向けた活動支援を行

整

い、１街区にて優良建

備

築物等整備事業の事業

課

化がされた。

成果

・準

款

備組合に代わる新たな

項

まちづくり組織への支

目

援を引き続き行い､残

担

りの街区の再開発を促

当

進するとともに、民間

係

開発

と連携した市街地

再

整備を推進する必要が

開

ある｡
課題

・駅前広場

発

の再整備に向け、名鉄



8 4 8

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　本市が

令

将来にわたって持続可

和

能な都市であるために

５

、鉄
・法的業務

普通
道

年

駅周辺などの既成市街

度

地における拠点機能の

（

強化や地域
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 特

和

性に応じた土地利用の

４

誘導などを推進する必

年

要がある。
・市民生活

度

上必要である　など

　

評

関係機関や関係権利者

価

などと意見交換しなが

）

ら、効率的
・コストの

刈

節減、費用対効果
普通

谷

に再開発に関する計画

市

の検討を進めることが

事

できた。
効率性 ・執行

務

体制の効率性
・手段の

事

最適性　など

　総合計

業

画をはじめとする関連

評

計画に位置付けられた

価

本市
・市が主体となっ

シ

て実施する
高い

の目指

ー

すべきまちづくりを実

ト

現するために、市が主

（

体的に
妥当性 　べき事

様

業であるか 実施するべ

式

き事業である。
・総合

２

計画との整合性　など

）

　事業効果が発現する

会

までに長期間を要す恐

計

れがあるもの

施策への

名

・施策への貢献度
高い

担

の、本市の目指すべき

当

まちづくりを実現する

部

ために必要な
・目標達

都

成度 事業である。地元

市

組織の活動は、再開発

政

事業の推進に必要
貢献

策

度 ・市民サービスへの

部

効果　など 不可欠なも

一

のであるため、引き続

般

き活動への支援を図っ

会

て
いく。

今後の方向性

計

□拡充　□現状維持　

刈

□改善・効率化　□縮

谷

小　□終期設定　■休

市

止・廃止

　準備組合に

駅

代わる地元組織等と連

前

携を図りながら、今後

市

は権利者の合意形成が

街

図られた街区を個別事

地

業として支援
を行って

再

いくとともに、残りの

開

街区の再開発を促進し

発

、周辺の公共施設整備

事

と連携した本市の目指

業

すべきまちづくり
を進

担

めていく。

当課 市街

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

地

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

整

　
∨

備課

款 項 目 担当係 再開発係



度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 144,000 0 合計 144,000,000 円
繰出金 144,000,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 144,000 0

職員人件費　② 45 0 45 0

総事業費（①＋②） 45 0 144,045 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

刈谷野田北部土地区画整理事業会計繰出事

業

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　

度

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

（

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

令

　
要

総合計画
分野 都市

和

環境

基本施策 市街地・

４

住環境
施策体系

施策の

年

内容 市街地の整備・改

度

善

目
　
　
　
的

　区画整

評

理事業費を確保するこ

価

とで、事業の

主
た
る
内

）

容

　一般会計から区画

刈

整理事業特別会計に事

谷

業
施行を図る。 費の一

市

部を繰り出す。
 

位
置

事

づ
け

関連計画 都市計画

務

マスタープラン

根拠法

事

令 土地区画整理法、西

業

三河都市計画事業刈谷

評

野田北部土地区画整理

価

事業施行条例

対象者 当

シ

該土地区画整理事業地

ー

区内地権者 事業期間 平

ト

成１２年度 ～

実施方法

（

□直営　□委託　□指

様

定管理　□補助・助成

式

　■その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事

都

　
業
　
実
　
績

２年度実

市

績 ３年度実績 ４年度実

政

績 ５年度計画

・刈谷野

策

田北部土地区画整理 （

部

休止・廃止） ・刈谷野

一

田北部土地区画整理 　

般

　事業会計への繰出金

会

の積算 　事業会計への

計

繰出を行っ　 　
　を行

担

った。 　た。 　
　
　　

当

　―――――――

　事

課

業に必要な経費を一般

市

会計に繰り出した。

成

街

果

　地権者との交渉が

地

難航している。

課題

指

整

標名称（単位）
実績値

備

目標値

２年度 ３年度 ４

課

年度 ５年度 ７年度

活動

款

繰り出し実績（対予算

項

比率％） 0 ― 100 ―

目

0
指標
成果 土地区画整

担

理事業の進捗（面的整

当

備率％） 95.1 95

係

.1 95.1 99.6

区

100.0
指標

　土地

画

区画整理事業は事業ご

整

とに条件が異なるため

理

、他市との比較はして

業

いない。
他市との
比較

務

検証

係

8 4 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年


